
平成２０年度都区財政調整 新規算定・算定改善等 
 

１ 議会総務費 
項    目 説              明 

【議会総務費／経常】 

区立施設定期点検調査費 

 

                 （百万円） 

改定後 ４６２ 

改定前 ０  

増△減 ４６２ 

 

１ 概  要 

特別区が所有もしくは管理する建築物及び建築設備において、劣

化状況等の定期点検を実施する経費を新規に算定する。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 

  ３，０６９千円（固定費） 

 １５，６４６千円（比例費） 

【議会総務費／経常】 

文化振興事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 １，３７４ 

改定前 ０  

増△減 １，３７４ 

 

１ 概  要 

芸術、文学、音楽等の文化振興事業に係る経費について新規に算

定する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  ５５，０００千円（比例費） 

 

【議会総務費／経常】 

法務管理費（顧問弁護士報

酬） 

 

                 （百万円） 

改定後 ５６ 

改定前 １５  

増△減 ４１ 

 

１ 概  要 

法務管理費のうち、顧問弁護士の報酬について、算定内容を見直

す。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞  

改定前    ６３７千円（固定費） 

  改定後  ２，４２４千円（固定費） 

 

【議会総務費／経常】 

防災対策（防火防災協会助

成） 

 

                 （百万円） 

改定後 ７２ 

改定前 ５１  

増△減 ２１ 

 

１ 概  要 

防災対策について、防火防災協会への助成に係る経費を追加算定

する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞  

改定前  ２，２０８千円（固定費） 

  改定後  ３，１０８千円（固定費） 

 

 



１ 議会総務費のつづき 
項    目 説              明 

【議会総務費／経常】 

外国人生活支援等事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 ７９５ 

改定前 ６２４  

増△減 １７１ 

 

１ 概  要 

外国人生活相談・支援・調査及び日本語教室に係る経費について、

新規に算定するとともに、現行の「国際交流推進事業費」と統合し、

名称を「外国人生活支援等事業費」に変更する。  

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

 改定前（国際交流推進事業費）    ２４，９６５千円（比例費） 

 改定後（外国人生活支援等事業費） ３４，５５７千円（固定費） 

 

【議会総務費／経常】 

退職手当費 

 

                 （百万円） 

改定後 ６２，０９３ 

改定前 ５６，３３７  

増△減 ５，７５６ 

 

１ 概  要 

退職手当について、一人当たり単価のモデルの見直し及び調整額

制度の導入を行なう。 

(改定前) 一人当たり単価 21,186 千円 

     標準勤続年数 27 年、退職時級号 5級 101 号 

 (改定後) 一人当たり単価 23,371 千円 

      標準勤続年数 30 年、退職時級号 5級 91 号 

調整額 一人当たり1018ポイント×440円＝447,920円

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前    ７４１，５１０千円（固定費） 

       １，５６７，７６４千円（比例費） 

  改定後    ８１７，９７２千円（固定費） 

       １，７２９，４２６千円（比例費） 

【議会総務費／経常】 

住民基本台帳ネットワーク

システム運営費 

 

                 （百万円） 

改定後 １１７ 

改定前 １１７  

増△減 ０ 

 

１ 概  要 

住民基本台帳ネットワークシステム運営費について、需要を適正

に反映させるため、単位費用化する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  ４，８８４千円 

 

（注）単価については、これまで同様毎年度通知される財団法人地方

自治情報センターの通知に基づき改定し、固定比率についても、

人口との相関に基づき毎年度変更するものとする。 

【議会総務費／経常】 

震災予防対策（緊急地震通報

システム経費） 

 

                 （百万円） 

改定後 ３，４４５ 

改定前 ０  

増△減 ３，４４５ 

 

１ 概  要 

地震を事前に察知し、災害の未然防止を図るため、緊急地震通報

システム経費を新規算定する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  初期導入費      ４２，２７３千円（固定費） 

（平成 20 年度のみ）   ９１，９２７千円（比例費） 

運 用 経 費       ２, ２６８千円（固定費） 

             ４，９３２千円（比例費） 



２ 民生費 
項    目 説              明 

【社会福祉費／経常】 

【児童福祉費／経常】 

 都補助金振替 177 億円項目

の標準算定化 

 

                 （百万円） 

改定後 ２１，９９６ 

改定前 ０  

増△減 ２１，９９６ 

 

１ 概  要 

都の補助事業から区の自主事業に振り替えた事業について、標準

算定化を図る。 

 
２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 
(1) 障害者グループホーム等事業      １３２，５１５千円 
(2) 保育室運営費助成             ５１，９００千円 
(3) 子ども家庭支援センター事業補助      ２３，９４９千円 
(4)「福祉保健基盤等区市町村包括補助事業」 
のうち４事業（※参照）           ３５，４０５千円 

(5) 乳幼児医療費助成事業補助         ４８３，１８４千円 
(6) 義務教育就学児医療費助成事業補助    １９９，６１１千円 
(7) ひとり親家庭等医療費助成事業補助    １０２，３５３千円 
(8) 認証保育所事業                     ３４７，１３０千円 
(9) 家庭福祉員事業                ７０，１５７千円 

（10）区市町村障害者就労支援事業 
（地域開拓促進コーディネータを除く）  １７，４０６千円 

 

※ ４事業（延長保育事業・学童クラブ運営費補助事業・トワイライ

トステイ等事業・子育てひろば事業（Ａ型）） 

【児童福祉費／経常】 

 学童保育事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 ６３１ 

改定前 ３４５  

増△減 ２８６ 

 

１ 概  要 

  学童保育事業費について、算定内容（障害児加算）を見直す。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前   １４，６４６千円（比例費） 

  改定後   ２６，７８４千円（比例費） 

【児童福祉費／経常】 

 認証保育所運営費等事業費 
 

                 （百万円） 

改定後 ５，０９８ 

改定前 ４，０９２  

増△減 １，００６ 

 

１ 概  要 

  認証保育所運営費等事業費について、算定内容（対象規模）を見

直す。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞  

  改定前   ２９，７１０千円（固定費） 

       １４３，８５５千円（比例費） 

  改定後   ２６，８５０千円（固定費） 

       １８９，０６５千円（比例費） 

 
 
 



２ 民生費のつづき及び衛生費 
項    目 説              明 

【民生費・衛生費／経常】 

 医療制度改革の反映 

 

                 （百万円） 

改定後 － 

改定前 －  

増△減 ３，１３０ 

 
民生費の影響額 

          （百万円） 

改定後 ４６, ２０１ 

改定前 ４４, ２８０ 

 

増△減 １，９２０ 

 
国民健康保険事業助成費の

影響額 

（百万円） 

改定後 ７８，３１４ 

改定前 ７８，０６３ 

増△減 ２５１ 

 
後期高齢者医療制度事業助

成費の影響額 

         （百万円） 

改定後 ６，４８１ 

改定前 ０ 

 

増△減 ６，４８１ 

 
衛生費の影響額 

（百万円） 

改定後 ８７６ 

改定前 ６，３９８ 

増△減 △５，５２２ 

 

１ 概   要 

国の医療制度改革に基づき、民生費及び衛生費における算定方法

を以下のとおり見直す。 

 

２ 算定内容 

(1) 民生費 

① 老人保健特別会計繰出金の算定廃止 

・20 年度に限り、旧制度の 1ヶ月分を算定する。 

② 後期高齢者医療給付費負担金の算定 

・20 年度に限り、新制度の 11 ヶ月分を算定する。 

 

(2) 国民健康保険事業助成費 

① 75 歳以上の後期高齢者である被保険者の脱退と、旧退職被保

険者等の流入を反映 

② 前期高齢者財政調整の算定 

・前期高齢者数の多少による前期高齢者財政調整の差を補正す

る態容補正を新設する。 

・20 年度限りの暫定措置として、前期高齢者交付金の交付額を

調整する態容補正を行う。 

③ 老人保健拠出金の算定廃止 

・20 年度に限り、旧制度の 1ヶ月分を態容補正で加算する。 

・現行の３補正（密度、態容Ⅱ及びⅢ）を廃止する。 

④ 後期高齢者支援金の算定 

・20 年度に限り、新制度の 11 ヶ月分を算定する。 

⑤ 保険財政共同安定化事業の算定 

 

(3) 後期高齢者医療制度事業助成費（創設） 

  75 歳以上の後期高齢者を対象とした後期高齢者医療制度に係

る特別区の一般会計繰出金について、新たに民生費の一部とし

て以下のとおり算定する。 

① 基盤安定繰出金の算定 

・低所得者に係る保険料軽減対象者数及び旧被用者保険の被扶

養者数の多少による基盤安定繰出金の差をそれぞれ補正する

ため、２種の態容補正を新設する。 

② 東京都後期高齢者医療広域連合への事務費拠出金の算定 

 

(4) 衛生費 

① 老人保健法に基づく基本健康診査の算定廃止 

② 健康度評価事業（ﾍﾙｽｱｾｽﾒﾝﾄ）の算定廃止 

③ 健康増進法に基づく健康増進事業としての特定健診・特定保

健指導の算定 

 



３ 衛生費 
項    目 説              明 

【衛生費／経常】 

 衛生総務費 

 

                 （百万円） 

改定後 ４０９ 

改定前 ４１１  

増△減 △２ 

 

１ 概  要 

 都が実施している夜間休日における保健衛生に関する案内及び

連絡通報業務（実施場所：健康プラザ「ハイジア」）に係る委託経

費については、衛生総務費の委託費（夜間休日案内所運営費）と

して算定している。 

 この経費について、毎年度都と各特別区が締結する業務委託契

約額に変更する。ただし、当該契約は当該年度夏になされること

から、算定にあたっては、前年度契約額を使用する。 

 

２ 算定内容 

夜間休日案内所運営費 

＜標準区経費＞ 

  改定前  １，３６４千円（固定費） 

改定後  １，２９６千円（固定費） 

【衛生費／経常】 

 休日・準夜等診療事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 ２，８９５ 

改定前 ２，７４０  

増△減 １５５ 

 

１ 概  要 

  特別区の固定施設における、土曜準夜診療に係る医師会への委

託経費及び休日調剤薬局事業に係る薬剤師会への委託経費につ

いて、新規に算定する。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 

土曜準夜診療事業  ３，２４３千円（固定費） 

薬剤師会委託経費  ３，８５３千円（固定費） 

【衛生費／経常】 

 予防接種費 

 

                 （百万円） 

改定後 ４，８８４ 

改定前 ３，９０２  

増△減 ９８２ 

 

１ 概  要 

  国の「麻しん排除計画」をふまえ、平成２０年度から５年間の

時限措置で中学１年生及び高校３年生を対象とした定期予防接種

を実施するため、算定の充実を図る。 

 

２ 算定内容 

委託料（予防接種）の見直し。 

＜標準区経費＞ 

  改定前  １５１, ５４５千円（比例費） 

改定後  １９０，８６１千円（比例費） 

【衛生費／経常】 

 妊産婦健康診査費 

 

                 （百万円） 

改定後 ２，７５０ 

改定前 １，２９５  

増△減 １，４５５ 

 

１ 概  要 

  母子保健法に基づく妊産婦健康診査について、国通知をふまえ、

算定上の診査委託回数を拡大する。 

 

２ 算定内容 

医療機関等への診査委託回数を拡大する。 

標準区  ５回（改定前 前期・後期の２回） 

＜標準区経費＞  

  改定前   ４１，９７９千円（比例費） 

改定後  １００，２１０千円（比例費） 

 



４ 清掃費  
項    目 説              明 

【収集作業費／経常】 

【処理処分費／経常】 

 特定財源（廃棄物処理手数

料）の見直し 

 

          （百万円） 

改定後 △２４，９８９ 

改定前 △２３，０４１  

増△減 △１，９４８ 

※増△減には、態容補正分 

１８百万円を含む。   

１ 概  要 

  廃棄物処理手数料について、条例改正で単価改定を行うことを

踏まえ、算定内容を見直す。 

 

２ 算定内容 

収集作業費及び処理処分費にそれぞれ計上されている廃棄物処

理手数料について収集運搬分２円／㎏、処理処分分２円／㎏の改定

分を上乗せする。 

改定後の標準区経費については、19 年度標準区手数料収入（17

年度実績により設定）を基に、各区及び清掃一組の 16 年度から 18

年度までの廃棄物処理手数料収入の決算額の増減率を反映したう

えで、20 年度の事業系ごみの量を推計し、これに改定後の単価を乗

じて設定する。 

＜標準区経費＞ 

【収集作業費】 

改定前   ５０，４９７千円（固定費） 

     ２６７，０９５千円（比例費） 

改定後   ５０，６１１千円（固定費） 

     ２６７，６９７千円（比例費） 

【処理処分費】 

改定前  ６０４，５６２千円（比例費） 

改定後  ６８２，５２７千円（比例費） 

 ＜条例改正に伴う単価改定(H20.4.1)＞ 

      【改定前】    【改定後】 

  各  区 28.5 円／㎏ → 32.5 円／㎏ 

清掃一組 12.5 円／㎏ → 14.5 円／㎏ 

 
 
５ 経済労働費  

項    目 説              明 

【生活経済費／経常】 

 公衆浴場助成事業費 

 

（百万円） 

改定後 ３０２ 

改定前 ６１  

増△減 ２４０ 

 

１ 概  要 

  公衆浴場助成事業費について、現行の態容補正を廃止し、公衆

浴場設備整備費を単位費用化することで算定を改善する。 

 

２ 算定内容 

＜標準区経費＞ 

 ５，２０５千円（固定費） 

 ７，２８７千円（比例費） 

 

※粗大ごみ分の手

数料は、変更なし

固定費： 9,913 千円

比例費：52,436 千円



６ 土 木 費  
項    目 説              明 

【建築公害費／経常】 

 耐震診断支援等事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 １，１４５ 

改定前 ６９  

増△減 １，０７６ 

 

１ 概  要 

 住宅・建築物の耐震診断助成に係る経費の算定を充実するととも

に、耐震改修助成や普及啓発に係る経費を追加算定する。（平成２

７年度まで） 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

改定前    ３，０００千円（固定費） 

改定後    ３，８００千円（固定費） 

      ４２，３３９千円（比例費） 

【道路橋りょう費／経常】 

 指定道路台帳整備事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 ２，８２９ 

改定前 ０  

増△減 ２，８２９ 

 

１ 概  要 

  建築基準法施行規則に基づく「指定道路図」及び「指定道路調書」

を整備するための経費について、新規に算定する。（平成２１年度

まで） 

  また、区間配分にあたっては、幅員が 4.5ｍ未満の道路面積の割

合の多少により、当事業費の差を密度補正する。 

 

２ 算定内容 

  ＜標準区経費＞ 

９６，１３０千円（比例費） 

  

＜密度補正の算式＞ 

 標準区の道路面積に対する幅員が 4.5ｍ未満の道路面積比率を

0.20379（473,204/2,322,000）とする。（細街路拡幅事業費の密

度補正の使用数値） 
 
         B 

         A          標準区の当事業費 

    １＋        －１  × 

       0.20379        標準区の道路橋りょう費 
 
 
   算式の符号 

  A：測定単位の数値（当該年度の 4月 1日における道路面積） 

  B：当該年度の 4月 1日における幅員が 4.5ｍ未満の道路面積 

種別補正による影響額 

（百万円） 

増△減 △１９ 

 

 

※ 指定道路台帳整備事業費を新規算定した結果、種別補正係数が変

更されたため、道路橋りょう費全体で左記の影響が生じる。 

 



６ 土木費のつづき 
項    目 説              明 

【公園費／経常】 

 公園維持管理費 

 

                 （百万円） 

改定後 １１，９１９ 

改定前 １１，７２６  

増△減 １９３ 

 

１ 概  要 

公園内の遊具点検委託経費について、公園維持管理費（比例費）

に追加し、算定を充実する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前  事業費    １７２，４７０千円（固定費） 

              ２８９，６９９千円（比例費） 

       特定財源    １５，４３７千円（比例費） 

  差引一般財源 ４４６，７３２千円 

 

改定後  事業費    １７２，４７０千円（固定費） 

            ２９３，４７９千円（比例費） 

     特定財源    １５，４３７千円（比例費） 

     差引一般財源 ４５０，５１２千円 

【都市整備費／投資】 

 緑化推進対策経費 

 

                 （百万円） 

改定後 ５，１５４ 

改定前 ０  

増△減 ５，１５４ 

 

１  概  要 

   区管理施設等において、新たな緑を創出するための経費につい

て、平成２０年度に限り、臨時的需要として算定する。 

  また、区間配分にあたっては、人口に対する各区面積の比率の

多少により、当事業費（1/2 分）の差を密度補正する。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

２０６，３００千円（比例費） 

  

 ＜密度補正の算式＞ 

  標準区の人口に対する面積比率を 0.00705（2,469ha/350,000 人）

とする。 
 
         B 

         A          標準区の当事業費の 1/2 

    １＋        －１  × 

       0.00705        標準区の都市整備費 
 
 
  算式の符号 

 A：測定単位の数値（当該年度の 4月 1日における人口） 

 B：当該区の面積（当該年度の前年度の「全国都道府県市区町村別

面積調」国土地理院発行による面積） 

 



６ 土木費のつづき 
項    目 説              明 

【道路橋りょう費／投資】 

 道路改良事業 

 

（百万円） 

改定後 ６４，８６７ 

改定前 ３５，９６４  

増△減 ２８，９０４ 

 

１ 概  要 

  保水性舗装として算定している道路改良率について、平成 19 年

度に引き続き、平成２０年度に限り実施率を 1/35 から 1/20 に改め

る。 

 

２ 算定内容 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前 事業費        １，１５１，０４８千円 

     特定財源（特別区債）    ７６，９００千円 

      差引一般財源     １，０７４，１４８千円 

 

  改定後 事業費        ２，０１４，３３５千円 

      特定財源（特別区債）    ７６，９００千円 

      差引一般財源     １，９３７，４３５千円 

種別補正による影響額 

（百万円） 

増△減 △１，１８５ 

 

 

※ 道路改良事業の算定充実を行った結果、種別補正係数が変更され

たため、道路橋りょう費全体で左記の影響が生じる。 

 
７ 教育費 

項    目 説              明 

【その他の教育費／経常】 

 学校施設開放事業費 

 

                 （百万円） 

改定後 １，３８８ 

改定前    １，１５９  

増△減 ２２９ 

 

１ 概  要 

   学校開放日が増加している実態を踏まえ、 指導員謝礼について

算定内容を見直す。 

 

２ 算定内容 

  指導員謝礼について、開放日数の算定を充実する。 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前 ４６，３９５千円（比例費） 

  改定後 ５５，５６８千円（比例費） 

【その他の教育費／経常】 

 放課後子ども教室推進事業 

費 

 

                 （百万円） 

改定後 ４９４ 

改定前   ０  

増△減 ４９４ 

 

１ 概  要 

   放課後等の子どもたちの安全で健やかな居場所づくりを推進す

るため、放課後子ども教室事業にかかる経費について、新規算定す

る。 

 

２ 算定内容 

  放課後子ども教室推進事業費について、新規算定する。 

 ＜標準区経費＞ 

  事業費       ７７６千円（固定費） 

         ５８，５４８千円（比例費） 

  特定財源   ３９，５４９千円 

  差引一般財源 １９，７７５千円 

 
 
 
 



  ７ 教育費のつづき 
項    目 説              明 

【小学校費・中学校費／投資】 

 小中学校校舎の耐震補強工

事費（態容補正Ⅲ）の見直し 

 

                 （百万円） 

改定後 ４，５８１ 

改定前 ２，００７  

増△減 ２，５７４ 

 

１ 概  要 

   小中学校費の態容補正（Ⅲ）で加算している小中学校校舎の耐震

補強工事費について、算定内容を見直す。 

 

２ 算定内容 

  耐震補強工事費について校舎の算定を終了し、屋体について、

今後の所要額を平成２０年度単年度で算定する。 

 

３ ２０年度フレーム影響額 

小学校費  １，７１１百万円 

中学校費    ８６３百万円 

合  計  ２，５７４百万円 

【小学校費・中学校費／投資】 

 財政健全化対策 

 

                 （百万円） 

改定後 ０ 

改定前 △５，１９６  

増△減 ５，１９６ 

 

１ 概  要 

   特別区の財政健全化を図るため、平成２０年度に限り起債充当を

行わないこととし、今後の元利償還金の増大を抑制する。 

 

２ 算定内容 

・小学校費 

  起債対象経費×０．７５⇒起債対象経費×０ 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前（特別区債） ２３２，８００千円 

 

・中学校費 

  起債対象経費×０．７５⇒起債対象経費×０ 

 ＜標準区経費＞ 

  改定前（特別区債） １３３，９００千円 

 

３ ２０年度フレーム影響額 

小学校費  ３，４８２百万円 

中学校費  １，７１４百万円 

合  計  ５，１９６百万円 

 
８ その他諸費 

項    目 説              明 

【財産費／経常】 

 財政健全化対策 

（減債対策経費の算定） 

 

         （百万円） 

改定後 ４２，３８２ 

改定前 ０  

増△減 ４２，３８２ 

 

１ 概  要 

  減税補てん債等の償還経費が累積している実態を踏まえ、その償

還に備えて、減債対策経費を算定し、後年度負担の軽減を図る。 

 

２ 算定内容 

・平成 10 年度における特別区民税に係る減税補てん債算定額 

  （平成 21 年度当初における未償還元金    27,133 百万円）

 ・平成 18 年度における市町村民税法人分の恒久的減税による減収

見込額に係る区市町村振興基金貸付相当額 

  （平成 21 年度当初における未償還元金    15,249 百万円）

  

 

 



９ その他 
項    目 説              明 

【議会総務費他／投資】 

公共施設臨時的改築工事費 

 

（百万円） 

改定後 ４１，４５７ 

改定前 ０ 

 

増△減 ４１，４５７ 

 

１ 概  要 

現在 1/50 で算定している公共施設（清掃工場その他施設及び義

務教育施設を除く）の改築経費について、平成 20 年度に限り、3/50

相当額を臨時的改築工事費として算定に追加する。 

 

２ 算定内容（追加分） 

    
標準区経費 

    （千円） 

需 要 額

  （百万円）

議会総務費 地域交流施設 159,600 3,858

民 生 費 心身障害者福祉施設 95,760 2,383

  高齢者福祉施設 273,602 7,241

  児童福祉施設 539,060 13,609

  小 計 908,422 23,233

衛 生 費 保健衛生施設 35,466 852

清 掃 費 清掃事務所及び清掃事業所 46,942 1,157

経済労働費 消費者及び商工振興施設 15,960 377

土 木 費 道路公衆便所 11,667 391

  公園公衆便所 27,224 617

  小 計 38,891 1,008

教 育 費 校外施設 95,760 1,757

  幼稚園 120,903 928

  生涯学習関連施設 319,200 8,287

  小計 535,863 10,972

合 計 1,741,144 41,457 

 


